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著作権 

 

国家版権局：2018 全国の著作権登録状況の最新報告 

 

2018 年、著作権を扱う各地の行政管理部門及び著作権登録機関は著作権の登録作業

を非常に重視してサービスを改善し、著作権成果の実用化を促した。これにより、各

種の作品やソフトウェアの創造、革新能力が大幅に高まり、登録数が持続的に増え、

全国の著作権登録作業は新たな進展を遂げ、新たな飛躍となった。3 月 5 日、国家版

権局は 2018 年全国著作権登録状況を以下の通り報告し、公表した。 

 

一、全体的な状況 

 

二、作品登録の状況 

各省、自治区、直轄市の版権局及び中国版権保護センターによる作品登録情報の統

計に基づき、2018 年には全国で合計 2,351,952 件の作品登録が完了し、2017 年の作品

登録数（2,001,966 件）より 349,986 件増となり、増加率は 17.48%であった。 

 

 

 

各省市の機関における登録数の割合

北京 江蘇

上海 中国版権保護センター

四川 福建

その他
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三、著作権質権設定登録の状況 

 

 

（出所：国家版権局） 

 

 

特許 

 

特許法第 4 回改正 年内完了が有望 

 

11 日、第 13 期全国人民代表大会第 2 回記者会見において、国家知識産権局の申長

雨局長は、中国特許法の第 4 回改正が行われていることを明らかにした。2018 年 12

月に国務院常務会議にて特許法改正草案が審議の末に通過し、現在は全国人民代表大

会にて 1 回目の審議が行われており、特許法は今年中に改正される見込みである。今

回の特許法改正において重要なことは、知的財産権への保護を強化し、権利侵害に対

する懲罰的な賠償制度を整備し、権利侵害に要する違法なコストを大幅に上げること

である。 

 

（出所：経済参考報） 

 

登録済作品の種類の割合

美術作品

撮影作品

文字作品

テレビ映画作品

音楽作品

録画作品

図形作品

録音作品

模型、芝居、曲芸芸術、建築など
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商標 

 

「国外地理的表示製品保護弁法（修正意見募集稿）」が公開意見募集 

 

国外地理的表示製品の保護制度を改善するために、「国外地理的表示製品保護弁法

（修正意見募集稿）」について、社会に向けて公開して意見募集を行っている。 

関連主体及び各業界の関係者は 2019 年 3 月 29 日までに下記の方法にて、修正、改

善に関する具体的な意見を提供することができる。 

メールアドレス：pgi@sipo.gov.cn（メールのタイトルに「国外地理标志产品保护办

法」と明記） 

（出所：国家知識産権局） 

 

 

知的財産権 

 

上海裁判所知的財産権司法保護推進会が開催 

 

先日、2019 年上海裁判所知的財産権司法保護推進会兼知的財産権審判作業会議が上

海市高級人民法院にて開催された。 

ここ数年、上海は司法保護と行政保護を効果的に結びつける知的財産権保護システ

ムの構築に力を注ぎ、知的財産権紛争の人民調停作業を積極的に推し進めており、浦

東新区などのように知的財産権を扱う基層裁判所がある 4 つの区において、知的財産

権「訴調対接」（訴訟と調停の連結）の試行作業を展開し、全市内の 14 の区において

知的財産権紛争人民調停委員会を設立している。2018 年に各区の知的財産権紛争人民

調停委員会が受理した知的財産権紛争事件は合計 2,157 件で、1,497 件が調停で解決に

至った。上海市の一部の人民代表大会の代表、政治協商会議委員、及び関連の政府部

門、検察システム、大学、弁護士協会などの代表が会議に参加した。（上海） 

 

（出所：国家知識産権局） 

 

最新の発表：北京知的財産権統計データ 

 

最近、北京市 2019 年知的財産権作業会にて発表された統計データによると、2018

年年末までに、全市の 1万人当たりの発明特許保有数は全国 1位の 111.2件に達した。

これは全国平均レベルの 10 倍近くである。全市の有効登録商標数は 150 万件にのぼ

り、前年比 31.4%増となった。全市の 7 つの発明特許が第 20 回中国特許金賞を受賞

し、受賞総数の 23.3%を占めて全国 1 位となった。全市の各級の裁判所で受理した一

審の知的財産権事件は 5.2513 万件で、前年比 47.2%増となり、結審した一審の知的財

産権事件は 4.9666 万件で、前年比 55.9%増となった。行政管理部門が全市で摘発した

知的財産権行政事件は 4,481 件、前年比は 11.0%増となった。 

 

（出所：中国知識産権報） 
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「中国科学技術成果転化 2018 年度報告書」が公布  

 

2 月 28 日、中国科学技術成果管理研究会、国家科学技術評価センター、中国科学技

術情報研究所は、「中国科学技術成果転化2018年度報告書（大学及び科学研究機関編）」

（以下、「報告書」という）を発表した。「報告書」によると、中国の科学研究者が取

得する現金の奨励金及びエクイティ・インセンティブが大幅に増加して、2017 年には

47 億元に達し、前年比 24％増となった。政策のメリットが明らかに発揮され、科学

技術による富の構築効果が更に顕在化した。 

「報告書」によると、2017 年に、2,766 の研究開発機関及び大学では、譲渡、許諾、

知識や技術による資本金との相殺で投資する（中国語：作価投資）方法にて、科学技

術成果転化の契約金額及び契約件数が急増した。このうち、契約金額は 121 億元に達

し、前年比 66％増となった。 

 

（出所：科技日報） 

 


